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令和３年（ネ）第１９４号 損害賠償請求控訴事件 

控 訴 人 控訴人１ 外５名

被控訴人 国 

証拠説明書（甲Ａ号証） 

－控訴審第８準備書面に対応する証拠について－ 

２０２２年（令和４年）１０月１３日 

札幌高等裁判所第３民事部３係 御中 

控訴人ら訴訟代理人 弁護士  加 藤 丈 晴

同 弁護士  綱 森 史 泰

同 弁護士  須 田 布 美 子

同 弁護士  皆 川 洋 美

同 弁護士  上 田 文 雄

同 弁護士  林 拓 哉 

同 弁護士  髙 橋 友 佑 

同 弁護士  本 橋 優 子 
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号証 標目 

原本

写し

の別 

作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

甲Ａ
５０７

論文「憲法理論からみ
た同性婚の省察」（判
例時報２５１５号） 

写し 
2022年
6 月 11
日 

渋谷秀樹 

渋谷秀樹教授の本件につい
ての意見。 
本論文は、渋谷教授が本件

のために作成した意見書（甲
Ａ４９０）を元にしたもので
ある。 
本論文においても、渋谷教

授は、「憲法は同性間の婚姻に
も異性間の婚姻と同程度に保
障を与えている」と改説する
旨を明らかにしている。 

甲Ａ
５０８

２０２１年社会保障・
人口問題基本調査＜
結婚と出産に関する
全国調査＞第１６回
出生動向基本調査結
果の概要（抜粋） 

写し 
2022年
9月9日 

国立社会保
障・人口問
題研究所 

国立社会保障・人口問題研
究所が実施した２０２１年社
会保障・人口問題基本調査＜
結婚と出産に関する全国調査
＞において、「結婚したら子ど
もを持つべき」とする旧来的
な考え方への賛成・反対の割
合は、調査対象の未婚者のう
ち男性では賛成５５％：反対
４３．２％、女性では賛成３
６．６％：反対６１．７％であ
ったこと。 
婚姻が単なる二当事者間の

関係ではなく、男女が共同生
活を営み子を養育するという
関係に法的保護を与えようと
する趣旨ものであるという理
解が「我が国において、歴史
的、伝統的に社会に定着し、社
会的承認を得ているというこ
とができる」（大阪地判３０
頁）とする大阪地判の認識が、
証拠に基づかない独自のもの
であること。 

甲Ａ
５０９

論文「生殖関係なき異
性婚と同性婚の区別
の合憲性」（法律時報
９４巻１０号） 

写し 
2022年
8月 

木村草太 

木村草太教授による大阪地
判の評釈。 
生殖関係の有無に着目する

大阪地判が「生殖関係なき異
性カップルと同性カップルの
区別」の説明に失敗している
ものであることなど。 
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号証 標目 

原本

写し

の別 

作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

甲Ａ
５１０

論文「カップル法制の
諸構想」（レファレン
ス８６０号）

写し 
2022年
8 月 20
日 

藤戸敬貴 

諸外国における同性カップ
ルを含むカップル法制の動
向。
諸外国において導入されて

いる法的効果を伴う「登録パ
ートナーシップ制度」と、我が
国における法的効果を伴わな
い「パートナーシップ」制度は
まったく別個のものであるか
ら、用語上も区別がなされる
べきであること。 
国立国会図書館調査及び立

法考査局が刊行する「各分野
の国政課題の分析、内外の制
度の紹介、国政課題の歴史的
考察等、国政の中長期的課題
に関する本格的な論説を掲載
した月刊の調査論文集」（甲Ａ
４２７）である「レファレン
ス」誌において、諸外国におけ
る同性カップル保護の動向等
が継続的に紹介されているこ
と。

甲Ａ
５１１

書籍『憲法判例と裁判
官の視線』（抜粋） 

写し 
2019年
10月10 
日 

千葉勝美 

立法裁量を前提とした法令
の授益的・授権的規定の憲法
１４条１項適合性審査のあり
方。 
国籍法違憲判決において

は、国籍法３条１項が準正要
件を要件として付したことに
つき、その反面、非準正子には
国籍の取得を認めないという
立法裁量権の行使があったも
のとみて、当該部分を憲法の
平等原則に違反するものと判
断されていること。 

一般に、立法裁量が問題と
なる事柄に関する法律に関し
ても、憲法１４条１項適合性
審査の対象となるのは、既に
なされた立法裁量権の行使の
結果としての法律の規定及び
それによって生じている区別
取扱いであって、未だなされ
ていない国会による立法裁量
権の行使（不行使を含む。）の
あり方それ自体ではないこ
と。 

以上 


